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浮遊する「民意」―東京都政の事例を中心に―
Floating “People’s Intention”: The Studies on Tokyo Metropolitan Government
光延忠彦
MITSUNOBU Tadahiko
要旨　2010 年度は地方政治において興味深い政治現象が生じた年であった。３月には橋
下大阪府知事の主導するローカル政党「大阪維新の会」の設立が、４月には河村名古屋市
長を代表とする「減税日本」の結党が、そして年明けの 2011 年１月には、鹿児島県竹原
阿久根市長への解職請求による失職といった事態が生起されたからである。一見、これら
の現象は無関係に見えるが、しかし、「首長と議会の関係」という視覚からすれば、３者
には共通しているものがあるようにも見える。果たして、３者に通底するものはあるのか、
否か。この疑問に、従来から取り組んできて一定の知見を得ている東京都政の 80 年代か
ら 90 年代初頭にかけての事例から接近してみようというのが、本稿の目的である。
１．問題の設定
　従来、「首長と議会の関係」に関する日本国内の先行研究は、政党間の対立と協調によ
る党派的ダイナミズムによって論じられてきた。「五五年体制」の成立以降 60 年代前半期
まででは「保守首長と保守議会1」、60 年代後半期から 70 年代まででは「革新首長と保守
議会2」、80 年代から 90 年代まででは「保守中道首長と総首長派議会3」、そして 90 年代以
降に無党派首長が登場すると「無党派首長と反首長派議会4」と進展し、そして 2011 年秋
の大阪府知事の大阪市長への転進を契機に、大阪市長のような存在を「劇場型首長5」と
さえ呼称するといった状況である。
　しかし、大阪府や名古屋市のような、首長自らが主導した政党（維新の会、減税日本）
の設立運動や、鹿児島県阿久根市長に対する解職運動のような地方政治の動態は、首長が、
二元的代表制の一方の主役である議会を迂回して、選挙民へ影響力を行使することを通じ
て政治的閉塞を打破しようとするもので、「新しい地方政治の動態」とも考えられる。
　そこで、これらのような新しい地方政治の動態には、通底しているものがあるのか、否
か、この疑問について、従来から取り組んで、一定の知見を得ている東京都政の 80 年代
から 90 年代初頭にかけての事例から接近して見てみようというのが、ここでの目的であ
る。それというのも、第一に、東京都政の研究では、70 年代の美濃部都政の際、上述し
た地方政治の動態に類似した現象が見られたため本研究にも参考になると考えられる。当
時、美濃部知事による、新聞メディアを活用した住民への直接的訴えの政治が行われて、
このような政治は、各紙の一面を賑わした。この点は、上述した大阪府や名古屋市の事例
にも見られる、首長が議会を迂回して住民に直接訴える方法の政治と、一見、共通してい
るようにも見えるが、果たしてそうなのか、どうであろう。第二に、首長と議会内多数派
の党派が異なる場合の首長と議会との関係は、都政研究でもしばしば登場する課題である
ため、都政の事例は参考になる。議会内議員から首長への支持を如何に調達するかは、二
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元的代表制における首長の統治の際、避けては通れない問題である。このような問題は、
議会が多党化する大都市部の自治体政治ではしばしば見られる現象であり、東京都政も例
外ではない。多党化のため、知事支持派の調達に苦労した美濃部都政、知事支持派一角の
脱落による知事支持派の少数化に伴って、政権が不安定になった 80 年代末期の鈴木都政、
90 年代中期の無党派の青島都政２年目では、多くの知事提案が議会で否決された。この
ように、都政では 80 年代から 90 年代初頭にかけて上述したような多くの事例が観察可能
のため、本稿ではこれらの事例を頼りに議論を進めることにしたい。
　こうした点から見ると、大阪府知事や名古屋市長も政党を設立して住民に直接訴えかけ
ることによって議会からの支持を得ようとしたり、阿久根市長も住民から歓迎されるよう
な議員報酬の日当化を主張して、これに反対の市議会を悪者に仕立てて、住民からの支持
を背景に市議会を市長の意のままにしようと構想したとも考えられる。
　このように、首長による議会内多数派工作には困難がつきまとうため、大都市部で多党
化した自治体である東京都の事例は興味深い。
　以下、東京都の財政状況の観点から、東京都は如何に自立的であるかについて、また、
こうした財政的自立性のゆえに、行政機関主導となり、都政では選挙民の意思が必ずしも
十分に反映されない仕組みがある点を指摘し、そうした点は、選挙民の意思の反映である
都議会選挙の結果でも表出されている点を述べ、これらをまとめる方向で議論は展開され
る。
　そもそも行政機関は、租税などの財源をもとに運営されているが、こうした財政政策は、
住民の意向を充足足らしめる方向で機能するのか否か、まず、こうした点から考えてみる
ことにしよう。
２．東京都の自立性
　住民と自治体との関係を見る場合、財政状況のあり方は住民意識の反映を図るひとつの
指標である。そこで、東京都の財政政策はどのような特質を有しているのかについて考え
てみる。
　東京都の財政（以下、都財政）における税収の割合が他の自治体と比較して高い点は良
く知られている。地方財政計画の普通会計決算と東京都のそれとを比較しても、92 年度
から 96 年度までの５ヵ年の平均で、東京都の場合は 59.3％の比率であるのに対し地方財
政計画ではその約半分の 33％でしかない。これは「バブル経済」崩壊後の 90 年代の数値
であるが、86 年度から 90 年度までの 80 年代後半の時期に限定すると、東京都の場合は
歳入の内平均 77.4%が地方税であり、内約６割（全体の構成比では 42%）が法人二税であっ
た。これらの数値は景気の好調期と退潮期とで対照的ではあるが、この約 10ヵ年の期間
に限定しても歳入総額の約７割が地方税収であり、内約５割が法人二税であった。このよ
うに都財政では地方税の寄与率が高く、しかも法人二税がこの税収構造に貢献している状
況がある6。
　都財政において自主財源の予算に占める割合が多いということは、逆にいえばそれだけ
国庫からの移転財源が、地方財政計画と比較して少ないということでもある。移転財源と
しては、地方交付税交付金、国庫支出金、地方譲与税等があるが、東京都は、地方交付税
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交付金に至っては 54 年に同制度が創設されて以来不交付の団体であり続けた。また東京
都は国庫支出金等のいわゆる補助金でも制限的であり、ほぼ一定の割合でしか交付されて
いない7。
　従って、都財政は景気の動向に左右され易いという面がある。都市経済の成長が順調で
あれば自然増収によって投資的な支出が期待でき政策的な財源が調達できる。しかし一端
景気が後退すれば、歳出の削減か歳入の増加策を講じる必要がある。美濃部都政時、２度
にわたる石油危機によって歳入低下が起きたため、人件費等の民生費の抑制が困難であっ
たため投資的経費としての公共街路や港湾整備等の経費を削減した8。また、都制度の存
在によって、市町村としての事務も行わなければならないため、清掃や消防、そして上・
下水道等に加え、公営住宅や公営都市交通、そして公設市場等の事業にも東京都は関与し
なければならない。しかしこのような事業の展開では、土地の確保が必要のため、景気の
好調な時には土地の高騰を招き易くなり、土地の確保が困難になることも予想される。特
に「バブル経済」期の 90 年前後の時期では都営住宅の確保が土地の高騰という要因によっ
て円滑ではなかった。用地費が高くなると公共事業に占めるその割合も高くなり、国庫か
ら移転財源が他自治体と比較して少ない分、地方単独事業の負担分が増加するという傾向
になる。巨額の予算を投入するわりには住宅等の公共施設の建設が数量的に増加しないの
である9。
　さらに、日本政府は従来、地方交付税交付金等の移転財源や、地方税、そして地方債等
の非移転財源に対する厳格な統制によって自治体を統制してきた（2000 年以降は緩和さ
れた）。しかし東京都では、前者については上述したように全国で唯一例外的自治体であ
るため、日本政府からの統制は他の自治体に比較して過少であり、後者では 90 年代に入っ
てから地方債への依存が増加しても、基本的には東京都の場合では、これについても極力
依存していないという状況のため、日本政府の統制は他の自治体に比べて高くはなかった
はずである。こうした点で、都の財政運営には自由度があり、このため臨海計画のような
単独事業を東京都は展開できたのである10。
　また、歳出面から都財政をみると、歳出の目的別内訳では、地方財政計画と比較して農
林水産業費の構成比が低い反面警察費、住宅費等の構成比が高い。逆にいえばそれだけ都
市型行政サービスが要請されていたということである。特に東京への人口と企業数の一極
集中によって都内へ集中化が進んだ 90 年前後の時期では住宅不足が懸念された。このよ
うな時には都民の生活環境の緩和も指向されて各会派が住宅政策を訴えた。公営住宅の増
設要望が顕著となったのである。また、歳出を性質別にみると、単独事業費の比率が高い。
移転財源としての国庫からの支出金が見込めない以上、東京都の予算手当は自主財源に依
存した。好景気の場合には税収の伸びで単独事業もカバーできたが、景気が後退すると義
務的経費あるいは投資的経費等の削減が必要になってくる。鈴木都政第１期途中まで財政
再建を行って人件費等の抑制で行政改革を行うことができた。しかし、歳入が制約されれ
ば義務的経費か投資的経費か何れかの削減が強いられることになる11。この点で鈴木都政
の第４期では「臨海計画」の見直しに着手せざるを得なかったと考えられる。ただ、こう
した財政に選挙民や都民の意思はどのように反映されたのであろうか。次にこの点を見て
みよう。
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３．「民意」の所在
　東京都の予算編成作業は７月初旬の準備から始まり、12 月中旬の予算原案作成までの
過程で終わる。８月初旬には知事の予算編成方針が提出されるが、これを待って各部局は
義務的経費（一次経費）と政策的経費（二次経費）を前者では９月末に、後者では 10 月
末を目処にまとめて第一段階の作業が終わる。続いて各部局で作成された「部局の予算要
求」を確定して財務当局へ提出するのが第二段階で、財務局がこれに議員や各種団体等の
要望を盛り込んでまとめるのが第三段階である。
　財務局でまとめられた原案は知事に提出され、この段階で議会内会派は当該年度の予算
要求項目を一覧にして知事に直接提出する。この原案は、１月初旬知事の査定を受け、復
活要求を終えて当該年度の予算案が確定する。知事は知事派への配慮として各会派の三役
に事前に予算の説明を行う12。このような予算編成の政治過程は多様なアクターの政治的
駆け引きの場とされるが、財政規模が巨額の自治体では一般的には内部組織が実質的な編
成決定権を持ち、議会や首長の影響力は形式的なものとされ、首長の影響力が発揮される
のはせいぜい予算編成の最終段階である復活折衝や首長の査定の段階とされる13。東京都
の場合でも政策方針が知事によって決定されれば、その後の執行は、港湾局や企画審議室、
そして都市計画局等によって対応され、港湾局開発部が事務局的役割を果たした14。内部
職員機構が政党以上に予算編成に対しは影響力を持っているのである。財務局職員へのヒ
ヤリングで、例年約 200 億円程度しか政治的予算はないとの裏付けも得られた15。
　こうした予算編成作業では住民の意思は反映されにくい印象があるが、臨海計画と住宅
政策に対し都民はいかなる評価を下していたのか、この点を世論調査から確認する。
　臨海計画についての東京都の 87 年度調査16 で、同計画に導入する機能で重要と思うも
のを選択させたところ、１位は「公園・緑地を充実し、水辺環境を生かした景観の良い都
市」で 54.9%、２位は「多様な住宅を配置し、職と住の調和のとれた都市」で 36.3％であっ
た。一方「都市の情報化を推進し、情報通信の拠点とする」という回答は 28.9％で最下位
（５位）であった。
　また 88 年度の「都市の整備に関する世論調査」17 での「臨海部副都心を整備するにあたっ
てどんな機能を充実したらよいと思いますか（一つだけ選択）」との質問では、「公園・緑
地を充実し、水辺を生かした美しい都市景観」が 37.1％で第１位であった反面、「未来型
情報産業など先端技術の拠点」は 16.5%、「情報通信の拠点」は 9.2%でしかなかった。
　続いて 89 年都議会選挙前に行われた「鈴木都政」に対する朝日新聞の世論調査18 にお
いて、鈴木都政を評価する理由として第１位は「行政手腕」であった（17％）。２位は「福
祉・医療」の 15％、３位が「都市再開発」の 13％で、以下「政治姿勢」の８％、「環境問
題」の７％、「文化育成」の５％、そして第６位が「地価・住宅」で３％であった。
　また 95 年調査19 によると、東京のウォーターフロントのイメージとしては、「埋め立て
地」が 50.2％で１位であり、「世界都市博覧会」は６位の 25.7％でしかなかった。またそ
のイメージとしても「自然が豊かでのんびりした気分になれる所」が第１位で 73.0％、「臨
海計画」に対する自由意見でも「自然を残した緑地」が 17.9%で１位を占め、以下「防災
拠点をつくる」「気楽に安く楽しめる場所」「住宅を建てる」「公園をつくる」が続きこれ
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らは上位５位であった。
　そして 95 年４月の知事選挙における朝日新聞調査20 によると、「鈴木都政の継続」が
17％であったのに対し「非継続」は 62％で大きく上回っていた。「世界都市博」について
は「計画通り開く」が 14％、「計画を縮小して開く」が 46％、「中止」が 22％という結果
であった。これらを見て気づくことは、知事・執行部が行おうとした情報通信基地として
出発した臨海計画は必ずしも支持されていなかったという点である。都民はそれよりもむ
しろ臨海地区を公園・緑地などの休息の地と考えていた。そうであるなら知事・執行部が
行おうとした臨海計画は、選挙民の意思を反映した政策課題ではなかったということにな
る。では次に、住民の意思はどのように反映されるのであろうか、その点について考えて
みよう。
４．限定される「民意」
　まず、知事への評価から考えてみよう。鈴木都政に対する評価を聞いた調査をみると、
知事を評価している点は、都市開発や住宅政策ではなく知事の「行政手腕」ということに
なっている。確かに議会は知事・執行機関の提案する政策を支持して責任の一端を担った
が、それは住民の意思を反映したものではなかったということになる。こうした点は 95
年の知事選挙での調査によっても鈴木都政の非継承を望む世論が多数であったことに表わ
れる。
　もちろん鈴木都政も住民の意思を無視したわけではない。世論の集約の方法には、たと
えば地方利益団体が利益団体の経歴を有する議員を地方議会内に送り込むことによって、
これらの議員を通じて決定形成に影響力を及ぼすことを期待する場合がある。またこれら
の団体自らが公式、非公式に自治体の政策決定者に接触を図る場合もある。特に公式的に
接触する場は、審議会や諮問委員会等である21。
　東京都では鈴木都政になって以来このような審議会が多用された。79 年以来 10ヶ年で
64 設置された。もちろんこれらの審議会の機能は決定機関の専横を排し、行政の一元化
のために多様な利益団体等の利害を調整する手段として設置されることが多い22。しかし
これらに参加している大企業はこれらを通じて情報を得て行政組織に食い込もうとする。
中小企業の場合が直接知事を支持する会派の議員を通じて情報を入手するのとは異なる。
ただし。こうした状況は、政策の論議の場を非公式の審議会等に求める結果となり、議会
の審議が形骸化する傾向を生じがちである23。
　鈴木都政の私的諮問機関に当たる「懇談会」は二期８年間で 48 機関、美濃部都政と二
期８年間と比較すると後者の場合 19 機関でしかなかった。例えば、都財政の再建に貢献
したとされる「都財政再建委員会」や都庁舎移転計画を進める支えとなった「シティーホー
ル建設構想懇談会」等である。審議会といっても法令に基く場合と知事が任意に要綱等を
根拠に組織する場合があるが、前者では構成員の枠組は予め決まっていても、後者の場合
は知事の裁量が及ぶ。通例事務局案が素案として予め合意されている場合が多く、もちろ
ん修正や変更の意見も加味されるが、多くは知事の意向に添った事務局案が審議を通じて
採用される場合が多い24。
　では政党を通じた選挙民の意思はどのように集約されるのであろうか。
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　自民党都議会議員（候補者）が議会に議席を得るための選挙活動のパターンは世話焼き
活動と後援会活動の二本立てであるとされてきた25。それらの主要な対象は自民党都連の
支持団体でもある、約 360 の中小企業団体からなる各種団体協議会である。当該団体は知
事選挙や国政選挙でも威力を発揮する26。また都議会には都議会自民党による議員連盟が
設置されており、同会派とこの各種団体協議会の代表との間で予算等の協議が行われる。
ここで集約された案件は都議会自民党内でまとめられ、91 年知事選挙までは、毎年１月
行われる知事と知事支持派との会議、いわゆる「与党連絡会」で予算原案が調整されるよ
うになっていた（92 年以降は執行機関と各会派との個別折衝に変容した）27。しかし、そ
れは会派の３役と執行機関との協議でしかないため形式的であるというのが実状である。
もちろんこの調整は都議会自民党に限定されるものではない。知事支持派の他会派も同様
の会議が持たれる。
　また公明党（議会内会派としては都議会公明党）の場合であるが、同党の支持者の約
80％は宗教団体への加盟を認めている。それが創価学会であることは明らかであるが28、
そればかりではなく同会派は特徴的な支持者像を持っている。つまりその支持者に「自営
業」、被用者の場合では「ブルーカラー」という職業的な特徴が見られるということである。
自営業では商工サービスよりも農林漁業が、また後者では工員、運輸関連が同党支持者の
中心である29。しかも同会派の場合は区議から都議へというような議会への進出形態をと
るのではなく、各級議員の相互移入がないため特定の支持者とのつながりができれば長期
に安定的な支持基盤を確保できるという特徴がある。したがって長期にわたって知事派と
して存在するということは、都議会自民党同様に各種団体との、相互依存性を選挙と選挙
民の意思の反映に関して持つということである30。そうすると、同会派の選挙民の意思の
集約も宗教団体と特定団体との接触から得るものであり、限界があったといわざるを得な
い。
　また社会党（議会内会派としては社会党都議会）の場合では、主に旧総評系の労働組合
がその主たる支持団体となっている31。労組員が支持者であるがゆえ同会派の政策も労組
員の要望に添ったものとならざるを得ない32。このため党の支持基盤に多大な影響を与え
る特定勢力の政策には敏感にならざるをえない33。確かに政党と特定集団との結びつきは
確実な支持基盤を確保し選挙を有利に戦う上では大きく貢献している。しかしこのことは
政党の政策に対して広範な利益を包括するというよりも特定利益集団との密接な関係がこ
構築されるため、かえって政党の政策に対する選択幅は狭められるというジレンマも抱え
ることになる34。したがって政党の政策は都民の支持を得るためのものというより支持母
体の支持調達のためのものにならざるを得ない状況である。
　では住民団体はどうであろうか。彼らの運動は抵抗型、行政サービス要求型の二通りに
なり、前者の場合は迷惑施設設置に対する反対に代表されるように大義名分を持った道徳
性の強い要望が特徴的であるが、これは政治的に馴染みにくい場合が多い。したがって問
題解決のための妥協や譲歩は取りにくいという側面がある。一方後者の場合、これは公害、
自然環境等性急な解決が要求されることが多く、知事や会派の判断によっては政治の場に
登場することになり易く、選挙民の意思が政治に反映されるか否かについては知事や政党
等の政治エリートの姿勢に依存しているともいえる35。自らの選挙で有利になれば彼らは
取り挙げるということも考えられる。彼らが自らの選挙で有利と判断すれば、これらの住
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民団体の代表を審議会の委員にも任命する機会もあるであろう36。もうひとつは町内会で
あるが、これが行政へ要望する場合、東京都というより基礎的自治体である区市町村を対
象にする場合の方が多い。問題の多くは消防警察への要望とされている37。したがって選
挙民の意思も限定されたルートでしかないといわざるを得ない。
　確かに鈴木都政の場合は、第３期途中まででは都議会自民党と都議会公明党、そして都
議会民社党の３会派によって支えられ関係で、３会派の支持者を中心として幅広くその行
政的利益は配分されたと考えられるが、ただし、選挙態勢の主軸がいかなる政党にあるか
によっても知事の政策的重心の置き方は異なる。知事選挙で中心となった政党の支持基盤
に知事も依存しやすく、さらに政策でもそれらの集団の要求に傾斜する傾向は容易には解
消できないであろう。したがって執行機関と政党との関係でも、住民の意思の集約もなさ
れたとは言えても、限定的であったと言わざるを得ない。
　このことは予算の特定政党への配分という問題とも関連する。80 年代に入って知事選
挙では共産党以外の政党が相乗りをするようになった。知事選挙では多くの政党の支持を
受けるようになったため、保守系知事であっても福祉増額を主張して知事選挙に臨むよう
になった。福祉政策は「対立争点」ではなく「合意争点」となったのである38。社会福祉
の充実や人件費の抑制といった方策に関する党派的対立は薄らいで行ったのである39。し
かし、このことは、知事支持か否かの政党対立を弱化させたが、一方で、政党の数が増え
ただけ幅広い行政的利益の配分を行うことにもなって、政党間の対立を縮小させた分、総
花的となって個別の重点政策への配分はむしろ平準化された。しかし必要度の高い事業へ
の配分が行われず、不要の事業にも均等に予算化されたという状況は、必ずしも予算配分
によって利益を受ける側からすると充足できることではなかったのである。このため知事・
執行部による住民の意思の予算化は限定的であったといわざるを得ない。
　たとえば、首長と議会という関係を持つ自治体の統治制度は、予算編成は首長の権限に
委ねるものであり、議会は審議をしても編成そのものには参加しない40。したがって首長・
執行機関の影響力は大きいものとなる41。このことを利用して首長は予算編成で自らの政
治的基盤を強固にするよう恣意的に予算配分を行うこともあるであろう42。80 年代後半の
財政の好調時、知事・執行機関は税収の増加分を特定基金として積み立て、義務的経費は
行政改革等で経費歳出の軽減化を図って、余剰分を政策的経費として主に「臨海計画」を
はじめとする事業に投資した。「バブル経済」崩壊後はこれらの財政調整基金の取り崩し
によって、また都債発行によって財政調整をした43。このため知事・執行機関が行ってき
た予算配分では公共事業が中心になったとも考えられる44。知事自身は、税収が伸びてい
ない時には政策的経費の縮小を試み、同じ公共事業でも新規に設立することを重視してい
た45。この意味で、東京都には「はこもの」が多数建設されたという点も肯ける。住宅政
策をはじめ、地域福祉政策が見直されるのは、鈴木知事４選後に提出された総合実施計画
においてである。ここでは住宅政策の総合的な展開、地域福祉の基礎づくりが求められ、
80 年代後半あまり力点がおかれてこなかったから見直しが行われたのである46。このよう
な住民による政策的評価について選挙ではどのように住民の意思が反映されたの
か、この点を数値的に見てみよう。
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５．都議会選挙から見る「民意」の方向
表　都議会議員選挙の得票率の変動47
自　民　党 社　会　党 公　明　党 民　社　党 共　産　党
85 年と81年の差 0.6 －0.6 0.6 －0.5 －0.5
89 年　85年 －1.4 8 －2.1 －0.3 －0.1
93 年　89年 －1.9 －7.6 －1 －0.5 －1.2
97 年　93年 －3.4 －5.8 －0.6 － 1.7
自社変動値 自公変動値 社公変動値
85 年と81年の差 0.6 0.6 0.6
89 年　85年 1.1 1.8 5.1
93 年　89年 4.8 1.5 4.3
97 年　93年 4.6 2 3.2
東京都選管資料から筆者が作成した。
　都議会議員選挙の結果は、住民の意思の反映の結果の一面であるため、これを頼りに民
の意思がどのようであったのかが焦点となる。
　80 年代末期には都議会公明党の、議会での影響力の行使が都議選での議席の増大に結
実しないという「ジレンマ」があったが、その解消を図って知事支持派から離脱しても、
90 年代前半での同会派の「野党化」路線の選択による同党の影響力が、都議会自民党に
よる都議会社会党の知事支持派への包摂で希薄になった。これに対し、都議会公明党は都
議会自民党の一部の取りこみまでもして、臨海、住宅政策の見直しに影響力を行使するが、
その成果は 93 年の都議選でも現れず、こうしたジレンマは日本新党の躍進で再生産され
た。選挙後、都議会社会党の議席の減少で知事支持派が少数化して、再び都議会公明党の
影響力の行使が効果的になる状況に至ると、都議会公明党は知事支持派への接近によって
影響力を行使した。こうした状況は都議会選挙の絶対得票率等の数値からも確認できる。
　表は都議会議員選挙における各政党の絶対得票率の増減と、それから得られた得票の変
動値を示したものである。これによると、89 年都議会選挙まででは自民党と社会党との
絶対得票率は反対方向になっている。この点は自民党と社会党の対向性を意味する。これ
に対し、公明党は 89 年の都議会選挙まででは社会党に対抗的であったが、自民党とは同
一方向に連動して対抗的ではなかった。つまり 89 年選挙で公明党は消費税の転嫁に反対
したが、その反対の「野党性」強調の効果は発揮できていないことになる。さらに公明党
はその選挙以降 93 年選挙まで「野党化」路線を選択し、それに行き詰まると再び「与党化」
して議会内の位置を知事支持派に変容させるが、その影響も 93 年の議会選挙での得票率
に反映されていないことが分かる。
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　89 年選挙以降、社会公明両党は両者間の得票変動値を急速に上昇させた。公明党も自
民党間で得票変動値をその選挙以降徐々に上昇させた。さらに社会自民両党間では、93
年選挙以降得票変動値を上昇させた。しかも自民、社会、公明党の３者は、いずれも 93
年選挙以降、自民党と公明党では 89 年選挙以降、絶対得票率を減少させた。つまり、都
議会選挙をめぐる３者の関係は、ともに絶対得票率を減少させて、同一方向で競合したの
である。80 年代後期の現状不満や鈴木都政への不支持といった住民の意思は、89 年都議
選では社会党に、90 年代前期のそれは 93 年都議選で日本新党や共産党に動員された。こ
のため 95 年の知事選挙での既成政党や現状（鈴木都政）に不満の選挙民は、青島都政の
登場に一定の役割を提供したように考えられる48。
　以上のように、80 年代後期の政策決定は、好調な税収を背景に臨海計画の重視、住宅
政策の軽視という状況であったため、議会内会派の不満を生じさせた。しかし、こうした
政策決定は、91 年知事選挙でみられたように、鈴木知事支持と反対との両勢力とに知事
支持派を分裂させる背景になった。しかし、90 年代前期の鈴木都政第４期では、臨海計
画の見直しが行われ、議会内会派の要望が強かった住宅政策も重視されるようになったた
め、知事・執行部の政策に対する議会内会派の不満は解消された。つまり議会内会派の政
策距離が縮小された結果、各政党は 95 年の知事選挙では協調して統一候補の擁立を図る
ことができたのである。しかし、こうした点は、政党の要望を充足させることでは寄与し、
選挙民の意思に添ったものでもあったが、政党は、党派的動員力の低下で、従来からの制
度的な方法を通じての住民の意思の反映は限定されていたといわざるを得ない。また知事・
執行部の住民の意思の集約力も低下していた。従って、鈴木都政は統治能力を十分には獲
得できていなかったということになる。その結果として 95 年の知事選挙では無党派知事
が台頭することになったものと考えられる。
６．おわりに
　従来の都政に関する「知事と議会の関係」は、党派的対立と協調に彩られた議論に留ま
り、なぜ対立や協調が生起されているのかについての議論が希薄であった。この点に鑑み、
その要因を住民の意思を本稿は、すなわち「民意」から探ろうとした。具体的には、都政
における 90 年代の政党政治の閉塞を 80 年代の都議会選挙の状況への 90 年代の各会派の
対応という観点から捉えた。
　この点から本稿を要約すれば、80 年代後半期の鈴木都政第３期の政策決定は、好調な
税収を背景に臨海開発重視、住宅政策軽視であったが、こうした政策の方向性は必ずしも
住民の意思を充足するものではなかった。しかし、90 年代前半期の鈴木都政第４期では、
景気の低迷から臨海開発も見直され、住宅政策も改善されたため、95 年の知事選挙に見
られたように主要政党による協力は可能となった。しかし、こうした統治機構内を中心と
した政策形成は、住民の求める方向であったにも拘わらず、彼らの意思の内容を十分に、
かつ限定的にしか受容できなきない統治機構のメカニズムが住民の意思の反映を限定的に
したため、彼らの意思の反映は充足されなかった。このため彼らの意思は浮遊せざるを得
なかったと考えられる。
　以上のように、都政は政治参加へのコミットメントを欠いており、議会活動と選挙とを
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本質的部分で軽視する傾向を持っていた。政治参加を通じて統治する意欲に欠け、そのた
めの統治能力を自ら弱化させていたのである。住民の反乱が起きて無党派知事が登場した
のも当然であったと言わざるを得ない。青島都政の登場したのも無理からぬところである。
　ところで、本稿の議論にも提示された政党の中央に地方の対抗した知事選挙は、1963
年の奈良県と 67 年の東京都の２例であった49。また 95 年の知事選挙に類似する選挙は同
年の大阪府知事選挙であった。63 年の奈良県知事選挙の事例は、自民党県連の一部勢力
が自民党中央に県連で決定した候補とは異なる候補を申請した場合である50。自民党県連
は、現職の奥田良三を公認候補として自民党中央に申請することを決定していたにも拘わ
らず、予てから知事職に就く希望のあった衆議院議員の服部安司は、県連会長の木村篤太
郎と個人的に親密である関係を利用して、県連会長に公認申請させ、候補者決定を中央本
部の判断に委ねる工作をした。このような経緯から、自民党中央の総裁派閥に独自のルー
トを有していた服部は自民党中央の公認を獲得したが、この決定によって本候補が非公認
にされたため、県連は自民党中央の判断を拒否して奥田を擁立した。このため自民党は分
裂選挙を迎えたが、選挙結果は奥田の勝利であった。
　また、67 年の東京都知事選挙の場合は、自民党中央が別候補を擁立した事例である51。
自民党都連は東竜太郎知事の下で都政を実質的に運営していた副知事の鈴木俊一を知事候
補として自民党中央に申請した。しかし、知事候補として松下正寿が、民社党中央から自
民党中央に提案されると、社共両党が擁立を図っていた美濃部亮吉への対抗上、自民党中
央は佐藤首相と保利幹事長の決断で松下候補を受け入れた。これに不服の都議や自民党員
は松下を支援しなかった。民社党支持者の間でも自民党の推薦を得た松下を敬遠する者が
続出して、結局、松下は敗退した。
　さらに、無党派知事の登場という点では 95 年の大阪府知事選挙の事例がある52。自民
党をはじめ、共産党以外の政党の推薦を得た元官僚候補の平野拓也は、各政党の党首が来
援するなか大型選対を組織して万全の態勢で選挙に臨んだが、平野は大差で敗退した。
　これらの事例は、戦後行われた知事選挙の全体数からすると、むしろ例外的事例である。
各々の研究も一定程度行われているが、本稿で見られた政党政治の危機的状況がこれらの
事例でも確認されるのか否か、一見、政党組織の分裂や無党派知事の登場といった点では
共通性があるように見えるが、本稿モデルの汎用性を確認する上でも検討するのか今後の
課題である。
　さて最後に、90 年代中期以降の都政の大筋も、本稿の分析枠組みに沿い、鈴木都政と
対比しつつ見通すことで捉えられることを示し、今日的射程の有効性について考える。90
年代前半の都知事選挙では、既成政党に不満の住民の意思は、中央の政党候補と地方の無
所属候補の対決では地方に、既成政党対無党派候補では無党派候補に動員されるというよ
うに、政党から距離を置いて浮遊したが53、こうした傾向は 90 年代中期以降にも継続さ
れている。1955 年以降の知事選挙の投票率も年を経る度に低下し54、都議会議員選挙の投
票率55 も同様であり、さらに政党の絶対得票率では自民党が、1955 に 31.1%であったもの
が 1997 には 12.4%になり、社会党も 1955-13.8%から 1997-0.8%（社民党）に、公明党は
1963-6.9%に始まり 1985-11.2%を頂点として以降、1997-7.5% にまで低下した。共産党も
1973-12.2%を頂点に 1997‒8.6% に低下している。政党への党派的支持は年を追うごとに
低下し、政治的対抗性が低下した様相である56。
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　以上のように都政を取り巻く 90 年代中葉以降の政治環境が、90 年代前半期を継続した
ことは、都政における政党政治の衰退の政治的条件を充足している。即ち、90 年代中葉
以降の政党政治の側面において、都議会内の多数派の欠如と、都議会議員選挙における中
選挙区制に由来する多党化という構造的特質は継続され、さらに無党派知事の登場が加算
されたけれども、無党派都政における知事と都議会内多数派との党派的統一性の相違が解
消され、かつ、無党派都政になって鈴木都政の第４期以上に多数派の凝集性の程度が向上
したという点は寡聞にして知らない。解消された形跡は確認できないのである。この点か
らしても、政治的条件の有効性は高いといわざるを得ない。
　確かに、政治的条件は知事による政策的調整に規定されたが、こうした点は都政におけ
る構造的要因に起因する。そもそも知事と議会多数派とが党派的に統一されていれば、こ
のような問題は起きなく、また不統一の場合であれば議会で可決されない政策は提案され
ないのである。ゆえに、構造的要因の解消は重要である。
　今後も都議会選挙が中選挙区制で行われて多党化傾向が継続され57、地方自治体の政治
制度が二元的代表制を前提とする以上、都議会における単独多数派の不在と多党化という
特質は、サルトーリやメインウォーリングも指摘したように、都政を政治的に不安定にさ
せる可能性が高い58。従って、こうした政党政治に対する閉塞状況の解消こそが、政党政
治へ新たな展望をもたらす要因のひとつになる。都政における構造的特質の改善が求めら
れる所以である。
　ところで、2010 年の地方政治における上述した３者の動態として興味深い点は、首長
と議会が対立する際の「衝突の回避」という点が理論化可能か否かということである。議
会内において議員の多数の支持を調達することが目的であれば、議会を迂回してまで住民
に直接訴えなくても、議会内で多数派工作をすれば済むことである。しかし、３者の動態
を見ると、政党の設立や解職攻勢を通じて、住民への直接的な影響力の行使が目的化して
いるようにも見える。そうであれば、これは都政で見られない政治現象であり、地方政治
における新しい動態に位置づけられる。このため首長と議会の「衝突の回避」現象か否か、
検討する必要がある。というのも、二元代表制に似たアメリカ大統領制では、大統領と議
会との衝突を回避する方法として、議会の交差投票や政党規律の脆弱性が挙げられるが、
日本の政治風土ではこうした傾向は少ない。従って、「衝突の回避現象」が理論化できれば、
地方政治における新しい発見となる。首長は、住民に首長の意向を直接問うということを
通じて、首長と議会の衝突を回避する政治を行っているという評価も可能である。ただ、
既存研究ではこの点が明確ではないから、本研究はこの点を発展させる。
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